
様式第１号
令和８年８月１０日　

提案書の募集について

次の業務について、公募型プロポーザル方式により契約の相手方を決定いたしますので提案書を募集いたします。

	業務の内容
	令和８年度山北町地域おこし協力隊募集支援業務委託

	業務の仕様等
	別紙仕様書のとおり

	履行期間
	契約締結の日から令和９年３月３１日まで

	業務実施要件
	別紙仕様書のとおり

	見積限度額
	3,500,000円（消費税及び地方消費税を含む）

	提案していただく内容等
	（１）業務基本方針
（２）業務実施計画
（３）業務実施方法
（４）業務実施体制
（５）地域おこし協力隊募集方法
（６）協力隊員とのミスマッチ防止対策
（７）地域受入体制の構築方針
（８）地域おこし協力隊定住・定着方法
（９）見積額

	ｽｹｼﾞｭｰﾙ
	公募開始
	令和８年８月１０日（月）

	
	参加申込書提出期限
	令和８年８月２８日（金）17時15分まで(必着)

	
	質問の受付期間
	令和８年８月２８日（金）17時15分まで（必着）

	
	質問の回答
	令和８年９月３日（木）

	
	提案書・見積書の提出期限
	令和８年９月９日（水）17時15分まで(必着)

	
	事業者選定委員会
	令和８年９月２４日（木）（予定）

	
	優先交渉権者の公表
	令和８年９月２８日（月）（予定）

	
	契約締結
	令和８年９月３０日（水）（予定）

	その他
	類似事業の実施事例等がある場合は、確認できる資料を提案書に添付してください。



＜参加申し込みについて＞
上記の業務について提案書の提出を希望される場合には、上記の期日までに次の担当所属あて、参加申込書兼誓約書及び提案書（任意様式）の提出をしてください。
なお、誓約の内容に違反する、または要件を満たすことが確認できなかった場合には、提案書は無効となります。
＜質問について＞
質問については電子メールによるもの以外受け付けません。件名は「【地域おこし協力隊募集支援業務：事業者名】質問内容」とし、下記メールアドレスまで送付してください。回答については、参加申込のあった方についてのみ、準備が整い次第、電子メールにより回答します。

＜参加資格要件＞
　本プロポーザルに参加することができる者は、書類の提出日時点において、次に掲げる要件をすべて満たしている者とする。
（１）法人格を有していること
（２）地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しないものであること
（３）会社更生法に基づく更生手続又は民事再生法に基づく再生手続の開始の申立てがな
されていないこと
（４）国及び地方公共団体から指名停止措置を受けていないこと
（５）国税及び地方税を滞納していないこと
（６）山北町暴力団排除条例に規定する暴力団、暴力団員等、暴力団経営支配法人等と密
接な関係を有しないこと

＜失格事項＞
次のいずれかに該当した場合は、その者を失格とする。
（１）参加資格要件を満たしていない場合
（２）提出書類に虚偽の記載があった場合
（３）審査結果に影響を与えるような不誠実な行為を行った場合
（４）参考見積書の金額が、提案上限金額を超過した場合

＜審査について＞
山北町地域おこし協力隊募集支援業務委託事業者選定委員会設置要綱に基づき設置する委員会においてプレゼンテーションを行っていただき、審査委員が評価基準表に基づき審査を行います。
審査の結果、評価点の合計が最も高い提案をした事業者を契約に関する優先交渉権者とします。ただし、最高点の提案が複数ある場合は、審査委員で協議のうえ優先交渉権者を決定します。
審査委員のうち１名でも０点の採点があった提案については、審査委員で協議のうえ不採択とする場合があります。
提案書類の作成、提出及びプレゼンテーションにかかる経費は、すべて提案者の負担とし、提出された提案書類等は返却しません。
参加者が１者であっても、審査を行い、その評価点の合計が満点に対し５割を超えるときは、当該者を優先交渉権者として選定します。

（実施予定）令和８年９月２４日（木）　山北町役場　４階　防災対策室　
　　　　　　　※開始時間は対象者に別途通知します。
※プレゼンテーションにパソコン等を用いる場合は、必要な機器一式を持参してください。（大型モニターは町で用意可能です。）

＜提案書・見積書について＞
提案書の書式は、日本産業規格 Ａ４横型（一部資料としてＡ３折込は可。）とし、両面印刷でＡ４換算20枚・40ページ以内（見積書を除く。）として、紙媒体で９部ご提出いただくほか、併せて電子データを下記メールアドレスに送付してください。（期限内必着）
見積書については、指定の様式により、代表者印を押印のうえ、１部ご提出ください。

	(担当所属名)

山北町役場農林課
	(問合せ先)
電　話　0465-75-3654
ﾌｧｸｼﾐﾘ　0465-75-3661
電子ﾒｰﾙ　norin@town.yamakita.kanagawa.jp



	＊記載上の注意
消費税及び地方消費税の適用税率は必要に応じて記載を修正してください。























＜評価基準表＞

	評価項目
	審査内容
	配点

	業務の趣旨の理解
	・本業務の目的、事業内容を十分に理解した提案内容となっているか。
	５

	地域おこし協力隊
支援実績
	・他の自治体等で地域おこし協力隊制度に関する支援実績、定着支援、行政伴走実績等を有しているか。
	２０

	業務遂行能力
	・業務を適正かつ確実に遂行するための知識や経験等を十分に備えているか。
	１０

	実施体制
	・業務を円滑に遂行するための人員配置など、実施体制が確保されているか。
	１０

	業務計画及び準備
	・業務計画の立て方が整理されており、円滑な業務遂行が期待できるか。
	１０

	提案内容
	募集方法
	・効率的かつ効果的な方法で地域おこし協力隊員を募集する内容となっているか。
	１０

	
	募集支援
	・町と地域おこし協力隊員のミスマッチ防止が見込める提案となっているか。
	１０

	
	地域受入体制の構築
	・地域住民、町、隊員受入事業者との関係構築が見込める提案となっているか。
	１０

	
	関係者へ向けたアドバイス
	・関係者への適切なアドバイスを行うことが出来る体制となっているか。
	１０

	
	提案価格
	・提案された内容に見合った金額が算出されているか。
	５

	評価点合計
	１００







